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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の特性インピーダンスを有する第１の伝送線路に接続された伝送線路開口型アンテ
ナ装置において、
　上記伝送線路の一端に連結され、それぞれ平板形状を有しかつ互いに分離された１対の
線路導体にてなる第２の伝送線路を含み、所定の特性インピーダンス一定を保持しつつか
つ線路幅と間隔の少なくとも一方が所定のテーパー角でテーパー状に拡大して構成された
テーパー線路部と、
　上記テーパー線路部の一端に連結され、それぞれ平板形状を有し、互いに平行で対向し
かつ互いに分離された１対の線路導体にてなる放射開口を有する開口部とを備え、
　上記開口部の開口端面の一辺の寸法が最低動作周波数の１波長を超えるように設定され
、
　上記第１の伝送線路に入力された電磁波は上記第２及び第３の伝送線路をＴＥＭモード
で伝搬し、
　上記伝送線路開口型アンテナ装置は、デジタル信号を変調しないでそのまま通信する通
信システムのためのアンテナ装置であることを特徴とする伝送線路開口型アンテナ装置。
【請求項２】
　上記開口部の線路幅方向の略中央部において、上記１対の線路導体にてなる第２の伝送
線路を短絡して支持する第１の支持部材をさらに備えたことを特徴とする請求項１記載の
伝送線路開口型アンテナ装置。
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【請求項３】
　上記開口部の線路幅方向の両端において、上記１対の線路導体にてなる第２の伝送線路
を短絡して支持する１対の第２の支持部材をさらに備えたことを特徴とする請求項１記載
の伝送線路開口型アンテナ装置。
【請求項４】
　上記開口部は、その線路幅がテーパー状で拡大して構成されたことを特徴とする請求項
１乃至３のうちのいずれか１つに記載の伝送線路開口型アンテナ装置。
【請求項５】
　上記テーパー線路部の第１の伝送線路の１対の線路導体の間に所定の誘電体を充填して
構成されたことを特徴とする請求項１乃至４のうちのいずれか１つに記載の伝送線路開口
型アンテナ装置。
【請求項６】
　上記開口部の第２の伝送線路の１対の線路導体の間に所定の誘電体を充填して構成され
たことを特徴とする請求項１乃至５のうちのいずれか１つに記載の伝送線路開口型アンテ
ナ装置。
【請求項７】
　上記テーパー線路部の第１の伝送線路の線路幅方向の両端部を所定の間隔で支持するた
めの第１の支持部材をさらに備えたことを特徴とする請求項１乃至６のうちのいずれか１
つに記載の伝送線路開口型アンテナ装置。
【請求項８】
　上記開口部の第２の伝送線路の線路幅方向の両端部を所定の間隔で支持するための第２
の支持部材をさらに備えたことを特徴とする請求項１乃至７のうちのいずれか１つに記載
の伝送線路開口型アンテナ装置。
【請求項９】
　上記テーパー角は０度を超えかつ３０度以下の所定値であるように設定されたことを特
徴とする請求項１乃至８のうちのいずれか１つに記載の伝送線路開口型アンテナ装置。
【請求項１０】
　上記特性インピーダンスは、５０Ω以上から１００Ω以下の所定値に設定されたことを
特徴とする請求項１乃至９のうちのいずれか１つに記載の伝送線路開口型アンテナ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、マイクロ波、準ミリ波、ミリ波などの周波数帯で用いることができ
る、伝送線路開口型アンテナ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話などの無線通信システムはアンテナが送受信で必ず使用されている。従来のア
ンテナの概念は特定周波数に共振する構造体であり、代表的なダイポールアンテナは波長
の１／２で共振するアンテナである。
【０００３】
　ダイポールアンテナはＴＭ（Transverse Magnetic）モードの波がポールの同心円状に
発生する。しかしながら、波長の数倍の距離まで到達した電磁波はその境界部分で互いに
干渉し合い、電磁波モードはＴＥＭ（Transverse Electro-Magnetic)(別名横波とも呼ば
れる。）に変換され、ほぼ球面波となって放射する。極率半径が大きくなると近似的に平
面波となる。横一線（進行方向に直角な面に対して平均的）に分布している多くの波が同
時に進行している群波である。
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－２４４７３３号公報。
【非特許文献１】K. Otsuka, et al, “Measurement Potential Swing by Electric Fiel
d on Package Transmission Lines”, Proceedings of ICEP, pp.490-495, 2001.4.
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【非特許文献２】K. Otsuka, et al, “Measurement Evidence of Mirror Potential Tra
veling on Transmission Lines”, Technical Digest of 5th VLSI Packaging Workshop 
of Japan, pp.27-28, 2000.12.
【非特許文献３】大塚寛治ほか，「スタックトペア線路」，エレクトロニクス実装学会誌
，Ｖｏｌ．４，Ｎｏ．７，ｐｐ．５５６－５６１，２００１年１１月。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　群波は空間に充満することから電波法による周波数割り当てが必要となるだけでなく、
帯域から漏れる共振モードノイズに対して十分な保護回路も必要であり、高周波回路は一
般にオーバーヘッドの大きな回路となる。しかも、ＧＨｚ以上の帯域の高周波では空気中
でも減衰が大きく、低周波における減衰定理「距離の２乗に反比例してエネルギーが弱く
なる（球面状に拡大するため）」より大きく近似的に距離の３乗に反比例するレベルとな
り、長距離通信はおぼつかない。
【０００６】
　本発明の目的は以上の問題点を解決し、伝送線路に連結されたアンテナ装置であって、
構成が簡単であってほとんど周波数特性の変化を有しない狭指向性を有して比較的遠距離
でも通信可能なアンテナ装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る伝送線路開口型アンテナ装置は、所定の特性インピーダンスを有する第１
の伝送線路に接続された伝送線路開口型アンテナ装置において、
　上記伝送線路の一端に連結され、１対の線路導体にてなる第２の伝送線路を含み、所定
の特性インピーダンス一定を保持しつつかつ線路幅と間隔の少なくとも一方が所定のテー
パー角でテーパー状に拡大して構成されたテーパー線路部と、
　上記テーパー線路部の一端に連結されかつ放射開口を有する開口部とを備え、
　上記開口部の開口端面の一辺の寸法が最低動作周波数の１／４波長以上に設定されたこ
とを特徴とする。
【０００８】
　上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記開口部の線路幅方向の略中央部におい
て、上記１対の線路導体にてなる第２の伝送線路を短絡して支持する第１の支持部材をさ
らに備えたことを特徴とする。
【０００９】
　また、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記開口部の線路幅方向の両端にお
いて、上記１対の線路導体にてなる第２の伝送線路を短絡して支持する１対の第２の支持
部材をさらに備えたことを特徴とする。
【００１０】
　さらに、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記開口部は、その線路幅がテー
パー状で拡大して構成されたことを特徴とする。
【００１１】
　またさらに、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記テーパー線路部の第１の
伝送線路の１対の線路導体の間に所定の誘電体を充填して構成されたことを特徴とする。
【００１２】
　また、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記開口部の第２の伝送線路の１対
の線路導体の間に所定の誘電体を充填して構成されたことを特徴とする。
【００１３】
　さらに、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記テーパー線路部の第１の伝送
線路の線路幅方向の両端部を所定の間隔で支持するための第１の支持部材をさらに備えた
ことを特徴とする。
【００１４】



(4) JP 4982252 B2 2012.7.25

10

20

30

40

50

　またさらに、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記開口部の第２の伝送線路
の線路幅方向の両端部を所定の間隔で支持するための第２の支持部材をさらに備えたこと
を特徴とする。
【００１５】
　また、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記テーパー角は０度を超えかつ３
０度以下の所定値であるように設定されたことを特徴とする。
【００１６】
　さらに、上記伝送線路開口型アンテナ装置において、上記特性インピーダンスは、５０
Ω以上から１００Ω以下の所定値に設定されたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　従って、本発明に係る伝送線路開口型アンテナ装置によれば、伝送線路に連結されたア
ンテナ装置であって、従来技術に比較して構成がきわめて簡単であってほとんど周波数特
性の変化を有しないで狭指向性を有し、これにより多大のアンテナ利得を実現できるので
、比較的遠距離でも通信可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明に係る実施形態について図面を参照して説明する。なお、以下の各実施形
態において、同様の構成要素については同一の符号を付している。
【００１９】
　本発明は、例えばダイポールアンテナのごとく、特定の周波数で共振するアンテナとは
全く異なる基本原理から考案したものであり、以下に詳述するように原理的にも新規性の
ある構成を有している。
【００２０】
　図１は本発明の第１の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。第１の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置は、例えば５０Ωである所定
の特性インピーダンスを有しかつ互いに対向する１対の線路導体１ａ，１ｂにてなるスタ
ックトペア線路１に接続された伝送線路開口型アンテナ装置であり、
（Ａ）上記スタックトペア線路１の一端に連結され、互いに対向する１対の線路導体２ａ
，２ｂにてなる伝送線路を含み、所定の特性インピーダンス一定を保持しつつかつ線路幅
と間隔の両方（なお、少なくとも一方であってもよい。）が所定のテーパー角θ，φでテ
ーパー状に拡大して構成されたテーパー線路部２と、
（Ｂ）テーパー線路部２の一端に連結されかつ放射開口を有し、互いに対向する１対の線
路導体３ａ，３ｂにてなる開口部３とを備えて構成され、
（Ｃ）開口部３の開口端面の一辺の寸法が最低動作周波数の１／４波長以上に設定された
ことを特徴とする。
【００２１】
　本実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の構成及び動作について以下に説明する
。
【００２２】
　群波に対して伝送線路の構造中を走っている電磁波は進行方向の構造体に閉じ込められ
ているため、その構造体で制限された一条の電磁波状態となる。ある周波数だけが進行し
ていると位相も揃っている。これが仮に空間に放出されると、レーザー光と同様な一条の
電磁波（光より周波数が低い）となる。本発明はこれが発想の原点となっている。当然光
より低周波であり、レーザー光のように散乱しない状態を保つことはできず、最終的には
ＴＥＭ波になるが、短い距離であれば散乱が抑えられ、距離の２乗項が無視でき、この間
は減衰影響だけの効果、すなわち距離の２乗となりより弱いエネルギーで遠方の目的点ま
で到達する。距離が短ければ一条の光と同様で受信場所と方位が決まれば、発信方向を特
定でき、受送信以外の方位には電波が漏れないため、従来の電波法とは異なった用途が考
えられるだけでなく、さらには、空間ノイズレベル（グランドレベル）を持ち上げること
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がないため、クリーン電波となる。言ってみれば、電子回路の導体配線を空気中に施すと
同じ概念となる。さらに、遠方ではＴＥＭ波となって従来アンテナと同様な扱いができる
が近傍の収束部分であった距離だけ、効率よく遠方に届く構成となる。
【００２３】
　以上、仮に伝送線路の電磁状態が空間に放出されるとして話しを進めたが、伝送線路を
スタブ配線のように突然開口部とすることでそれが可能である。これは従来、スタブノイ
ズ放射として一般に知られている現象である。これを積極的に利用し、その効率を考えた
アンテナが本発明である。
【００２４】
　伝送線路として図１１乃至図１４のような構造が考えられる。ここでは２組の線路にて
なる伝送線路が示されているが、基本構造は１ペアでよい。これらは当然公知である。プ
レーナペア線路（図１３）、コプレーナ線路（図１４）、スタックトペア線路（図１１）
、分割ストリップ線路（図１２）などが考えられる。これらの伝送線路は周波数特性を持
たないことが世の中の常識として公知である。
【００２５】
　本発明の原理を簡単に以下に示す。まず、所定の長さを持つ伝送線路の特性インピーダ
ンスＺ０［Ω］は、線路の単位長さ当たりのインダクタンスをＬ０［Ｈ／ｍ］とし、単位
長さ当たりのキャパシタンスをＣ０［Ｆ／ｍ］とし、単位長さ当たりの抵抗をＲ０［Ω／
ｍ］とし、単位長さ当たりの漏洩コンダクタンスをＧ０［Ｓ／ｍ］とすると次式で表され
る。
【００２６】

【数１】

【００２７】
　線路が短く、抵抗Ｒ０と漏洩コンダクタンスＧ０を無視できるとすると、Ｒ０＝Ｇ０＝
０となり、式（１）は、次式で表される。
【００２８】

【数２】

【００２９】
　周波数依存性と長さ依存性が消去され、線路全体の長さのパラメータと等価となる。す
なわち、伝送線路は短くても極端に長くても規定された特性インピーダンスは同じである
。これを比喩的に表現すると、水のパイプの断面積に相当するコンダクタンスの逆数とい
うことになる。伝送線路のあらゆる切り口のコンダクタンスの逆数という物理概念で表現
できる。従って、この切り口の電磁波が通りうる寸法的な構造で表現できる。すなわち、
次式で表される。
【００３０】
【数３】

【００３１】
　例えばスタックトペア線路である伝送線路の構造及びそのパラメータを図８に示す。次
の表１で示すフリンジ係数Ｋは、図８の線路幅ｗと１対の線路導体１ａ，１ｂにより挟設
された間隔（又は開口寸法）ｄの物質（例えば、比誘電率εｒ及び比透磁率μｒを有する
誘電体１ｃ又は空気であってもよい。）内の電磁エネルギー（分子）の、それより外側に
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分布したものを含めた合計電磁エネルギー（分母）に対する割合である。
【００３２】
［表１］
フリンジ係数Ｋ
―――――――――――――――――――――――――――――――
ｗ／ｄ　　　　εｒ＝１，μｒ＝１　　εｒ＝４．５，μｒ＝１
―――――――――――――――――――――――――――――――
０．１００　　１４．３３　　　　　　９．３０
０．１２５　　１２．０８　　　　　　７．９０
０．２００　　　８．５１　　　　　　５．６８
０．２５０　　　７．２５　　　　　　４．８６
０．５００　　　４．２５　　　　　　３．１４
１．０００　　　２．９８　　　　　　２．１７
２．５００　　　１．９２　　　　　　１．５０
５．０００　　　１．５２　　　　　　１．２７
１０．００　　　１．２９　　　　　　１．１４
―――――――――――――――――――――――――――――――
【００３３】
　さて、ペア線路の電磁界の分布をもう少し説明すると、図９及び図１０のようになる。
図９のように上部線路導体１ａにはプラス電荷があると、下部線路導体１ｂにはマイナス
電荷が対応している。電気力線はこのプラス電荷からマイナス電荷につながるように発生
し、空間的に互いの干渉を最小限にするように広がりを持つようになる。無数の電荷が導
体内に存在することから、無限の空間に広がるが、近似的にエネルギー的に無視できない
空間のみを扱えばよい。これら電荷が紙面の奥の方向に移動すると、線路導体１ａ，１ｂ
を取り巻くように磁力線が発生し、電気力線と直交する。上半分はプラス電荷が紙面の奥
に進むため、時計回りの磁界となり、下半分は反時計回りとなる。中心でお互いが歯車の
かみ合うように助け合う。この要素はマイナスの相互インダクタンスＭ１２，Ｍ２１とし
て、各導体の自己インダクタンスＬ１，Ｌ２を相殺する。ここで、単位長さ当たりの実効
インダクタンスＬ０は次式で表される。
【００３４】
【数４】

【００３５】
　上下の線路導体１ａ，１ｂ間が狭くなるほど、相互インダクタンスＭ１２，Ｍ２１が大
きくなり、単位長さ当たりの実効インダクタンスＬ０は小さくなる。一方、上下の線路導
体１ａ，１ｂが近づくと電気力線長さが短くなり、カップリングが強くなる結果、単位長
さ当たりの容量が増大する。すなわち、次式で表される。
【００３６】

【数５】

【００３７】
　結果として線路導体１ａ，１ｂ間が近づくほど式（３）で示されたように、特性インピ
ーダンスは小さくなる。
【００３８】
　さて、図１０は進行方向に見たときのスタックトペア線路における電磁力線分布である
。右端面を開口部とみなしたとが図９の状態になっているように信号が最大振幅となって
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いて、電磁ベクトルは図示したように紙面と直角となっている。開口の間隔ｄと、信号周
波数の１／４波長（正確には、伝送線路の管内波長λｇの１／４）は同じ寸法で描かれた
図となっていて、この寸法であると、ベクトル変化の時間に相当する時間が間隔ｄを通過
する時間であり、電磁放射が効率よく行えることを本発明者らは発見した。しかも、（１
／４）λｇ≦ｄであればよく、間隔ｄより短い（１／４）λｇを持つ周波数は全て効率よ
く放射することを発見した。すなわち、周波数特性を持たない指向性アンテナの発見であ
る。
【００３９】
　伝送線路内では、よく知られているように、電磁波は特性インピーダンスの変化のとこ
ろでその変化の度合いに応じてエネルギー反射する。ポート１（サフィックス１）からポ
ート２（サフィックス２）へ電磁波が進行すると、その反射率をΓは次式で表される。
【００４０】
【数６】

【００４１】
　もし、伝送線路が開放端であれば、電荷から見たインピーダンスは無限大のため、式（
６）において反射率Γ＝＋１となって全反射して、空中に電磁波が放射できない。短絡端
にするとΓ＝－１で反射し、整合端にすると整合抵抗にすべてのエネルギーが消費されて
、熱エネルギーとなって放出され、アンテナの効果は全く発揮できない。しかし、図１０
のように（１／４）λｇ≦ｄであれば、空間放射状件を満足する時間空間緩和状態ができ
るものと思われる。（１／４）λｇ≦ｄを保った開放端伝送線路構造が本発明に係る伝送
線路開口型アンテナ装置の基本構造である。
【００４２】
　伝送線路は一条の電磁波を伝播していて、単一周波数であれば位相が揃っているため、
放射された電磁波はレーザー光と同じように、散乱しにくい一条の電磁波となって、進行
する利点も持ち合わせている。伝送線路は周波数特性を持たないため、パルスのような合
成波であっても、その合成比率を変えないで放射することが可能となるため、発信回路、
受信回路に周波数変換回路、一般に言われている高周波回路は全く不要なアンテナ構造を
提案するものである。
【００４３】
　当然基本構造から無数の派生的な構造が考えられるが、本発明のもう１つの基本的構造
は（１／４）λｇ≦ｄを満足する線路導体の間隔ｄを確保するため、回路内の伝送線路の
特性インピーダンスＺ０が開口部３まで揃っているように寸法を調整する構造を有する手
段を兼ね備えることである。特性インピーダンスＺ０を維持するため、線路幅ｗは間隔ｄ
の関数、すなわち式（３）であることから自動的に決定される。線路幅ｗと間隔ｄと時間
ｔの断面パラメータを相似拡大縮小を行い一定にする手法として、図１のような形状とな
る。好ましくは電磁界の乱れを最小限にするため、テーパー角θ、φ（ここで、θは線路
幅方向のテーパー角であり、φは線路長方向のテーパー角である。）はそれぞれ０度を超
えかつ３０度以下が好ましい。相似拡大縮小が自由にできるため、巨大アンテナや微小な
マイクロアンテナが可能であり、あらゆる用途に適用できる。図７は誘電体１０に囲まれ
た、１対の線路導体１ａ，１ｂにてなる線路幅ｗ１のスタックトペア線路１から空気中の
線路幅ｗ２（＞ｗ１）のスタックトペア線路（１対の線路導体１ｃ，１ｄにてなる。）に
取り出す構造の一例である。
【００４４】
　もう一つ重要なことは、図７及び図９－図１０からわかるように伝送線路内の電磁波は
ＴＥＭモードになっていて、これを正確に守る手段を講じる必要がある。伝送線路構成を
すべて誘電体内に埋め込む方法が一つの例であり、図７はその概念で図示したものである
。電磁波速度ｃは次式で表される。
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【００４５】
【数７】

【００４６】
　ここで、μｒは当該誘電体の比誘電率であり、εｒは当該誘電体の非透磁率である。伝
送線路中、すなわち、図９及び図１０の有効な電磁力線分布の進行断面範囲に比誘電率や
比透磁率の異なる部分を作るとその部分の電磁力線が速く進んだり遅れたりしてＴＥＭモ
ードが崩れる。これを擬似ＴＥＭモードと呼んでいるが、時間分散する結果、空間放射効
率がその分悪くなる。図７のように絶縁物で完全に囲うことが望ましい。その寸法的な実
用規定は平面では両サイドに線路幅ｗだけ余分に誘電体１０を広げ、側面図では上下に線
路長ｄだけ広げるとよい。
【００４７】
　図２は本発明の第２の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。図２において、第２の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置は、第１の実
施形態に比較して、開口部３の線路幅方向の両端において、その伝送線路の１対の線路導
体を短絡して支持するための、金属又は誘電体にてなる支持部材４ａ，４ｂをさらに備え
たことを特徴とする。
【００４８】
　図３は本発明の第３の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。図３において、第３の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置は、第１の実
施形態に比較して、開口部３の線路幅方向の略中央部において、その伝送線路の１対の線
路導体３ａ，３ｂを短絡して支持するための、金属又は誘電体にてなる支持部材４ｃをさ
らに備えたことを特徴とする。
【００４９】
　図４は本発明の第４の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。図４において、第４の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置は、第１の実
施形態に比較して、開口部３の１対の線路導体５ａ，５ｂは、その線路幅がテーパー状で
拡大して構成されたことを特徴とする。
【００５０】
　図５は本発明の第５の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。図５において、第５の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置は、第４の実
施形態に比較して、開口部３の線路幅方向の両端において、その伝送線路の１対の線路導
体５ａ，５ｂを短絡して支持するための、金属又は誘電体にてなる支持部材４ａ，４ｂを
さらに備えたことを特徴とする。
【００５１】
　図６は本発明の第６の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。図６において、第６の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置は、第４の実
施形態に比較して、開口部３の線路幅方向の略中央部において、その伝送線路の１対の線
路導体５ａ，５ｂを短絡して支持するための、金属又は誘電体にてなる支持部材４ｃをさ
らに備えたことを特徴とする。
【００５２】
　以上の実施形態においては、入力線路としてスタックトペア線路１を用いているが、本
発明はこれに限らず、不平衡のコネクタを介して、例えば同軸ケーブルなどの別の不平衡
型ケーブル又は伝送線路を接続してもよい。
【００５３】
　さらに、上記各実施形態において、開口部３のの１対の線路導体３ａ，３ｂ又は５ａ，
５ｂの間に、線路導体を支持する所定の誘電体を充填して構成してもよい。また、テーパ
ー線路部２の線路幅方向の両端部を所定の間隔で支持するための誘電体にてなる支持部材
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をさらに備えてもよい。さらに、開口部３の線路幅方向の両端部を所定の間隔で支持する
ための、誘電体にてなる支持部材をさらに備えてもよい。
【００５４】
　なお、上記テーパー角θ，φは好ましくは、０度を超えかつ３０度以下の所定値である
ように設定される。また、スタックトペア線路１、テーパー線路部２、及び開口部３の特
性インピーダンスＺ０は、好ましくは、５０Ω以上から１００Ω以下の所定値に設定され
る。
【００５５】
　以上の実施形態においては、（１／４）λｇ≦ｄと設定することが好ましいが、これに
代えて、（１／４）λｇ≦ｗと設定しても同様の作用効果を得ることができる。
【実施例】
【００５６】
　次いで、本発明者らにより行われたシミュレーションとその結果について以下に説明す
る。
【００５７】
　図１５は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置のアンテナ
開口面を示す斜視図である。また、図１６は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線
路開口型アンテナ装置のアンテナ開口面におけるポート電界分布［Ｖ／ｍ］を示す斜視図
である。さらに、図１７は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ
装置の反射係数Ｓ１１［ｄＢ］の周波数特性（周波数０から１０ＧＨｚまで）を示す図で
ある。またさらに、図１８は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテ
ナ装置の入力端におけるインピーダンス特性を示すスミスチャートである。
【００５８】
　図１５乃至図１８においては、１ｍ×１ｍ開口面の伝送線路開口型アンテナ装置の反射
及びインピーダンス特性について図示しており、開口部３をポートとしたときの空間に向
けた特性を示している。図１６から明らかなように、開口面全面に渡って均質な電界強度
（Waveguide port）でＴＥＭ波であることをわかる。空間に向けたときの反射エネルギー
（Ｓパラメータで表示したときの反射係数Ｓ１１）が小さいほどよく、図１７から明らか
なように、ｗ＝ｄ＝１ｍのために、（１／４）λ＝１０００ｍｍ、λ＝７５ＭＨｚとなり
、当該周波数では、すでに反射係数Ｓ１１＝－２３ｄＢと非常に小さく、それより周波数
が高い部分で－３０ｄＢ以下が保持されていて、周波数特性はほとんどなく、これほど効
率よく電磁放射をしているアンテナは前例を見ない。また、図１８のスミスチャートから
明らかなように、開口部３の特性インピーダンス（図１８の○）が１９４Ωとなっている
が１０ＧＨｚでは反射の電磁共振（Imaginary Part）で（図１８の●）３７６Ωと空間電
磁インピーダンスに整合していることがわかる。
【００５９】
　図１９は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の指向特性
を示す図である。図１９の左上から右方向に向かった後、左下から右方向に向かって、動
作周波数は、１ＧＨｚ、２．５ＧＨｚ、５ＧＨｚ、７．５ＧＨｚ、１０ＧＨｚであり、各
指向性利得は２２ｄＢｉ、３０ｄＢｉ、３６ｄＢｉ、３９ｄＢｉ、４１ｄＢｉである。図
１９から明らかなように、１ＧＨｚの比較的低い周波の指向性でも２２ｄＢｉを示し、こ
のような良好な指向性を持ったアンテナは従来見当たらない。
【００６０】
　図２０は本実施例のシミュレーションで用いた、特性インピーダンス５０Ωの伝送線路
開口型アンテナ装置の電磁放射空間分布を示す図である。図２１は本実施例のシミュレー
ションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の電磁放射電界エネルギー分布を示す図であ
る。図２０の左上から右方向に向かった後、下段に向かって、動作周波数は、２ＧＨｚ、
５ＧＨｚ、１０ＧＨｚである。図２１においては、ｄ＝７０ｍｍ、ｗ＝４６０ｍｍの伝送
線路開口型アンテナ装置における空間のエネルギー集中度を示している。図２１から明ら
かなように、（１／４）λが１．１１ＧＨｚであり、２ＧＨｚは－２０ｄＢ以下の反射で
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あるが、開口面から２００ｍｍ離れたところですでに倍以上の拡散状態となっている。し
かし、横方向はほとんど拡散していない。周波数が高くなるとこの拡散は少なくなるが、
上下にサイドローブが見られる。ここでも横方向の拡散はほとんどなく、通信の地表面に
対して地図上の方位は充分取れると予想できる。開口面積と指向性利得をまとめると表２
のようになる。
【００６１】
［表２］
開口面寸法と指向性利得［ｄＢｉ］
――――――――――――――――――――――――――――――――――
開口面寸法［ｍｍ］　　　１ＧＨｚ　　　５ＧＨｚ　　　１０ＧＨｚ
――――――――――――――――――――――――――――――――――
１００×１００　　　　　３．９６７　　１８．４２　　２３．５８
３００×３００　　　　　１１．１５　　２６．３２　　３２．１３
５００×５００　　　　　１６．１１　　３０．４０　　３６．２３
１０００×１０００　　　２１．７２　　３５．９１　　４１．８１
――――――――――――――――――――――――――――――――――
【００６２】
　表２の結果から、開口面が大きいほど指向性に対して良好なアンテナ特性が得られてい
ることがわかる。
【００６３】
　図２２は本実施例のシミュレーションで用いた、特性インピーダンスＺ０＝１００Ωの
伝送線路開口型アンテナ装置の開口面積と反射係数Ｓ１１の周波数特性を示す図である。
また、図２３は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置のガス
シアンパルスの受信信号波形を示す波形図である。図２２は、伝送線路開口型アンテナ装
置の特性インピーダンスＺ０を１００Ωを保持したままで開口面積を変化させたときの反
射の周波数特性を示す。また、図２３は、ｄ＝３２ｍｍの伝送線路開口型アンテナ装置を
送受信に使用してガウシアンパルス入力時の受信特性を示す。ここで、ｄ＝３２ｍｍ、ｗ
＝８０ｍｍの１対の伝送線路開口型アンテナ装置を互いに対向させて送受信に使用したと
きのガウシアンパルス受信特性であり、アンテナ間隔を１０ｍｍ、３０ｍｍ、６０ｍｍと
変化させた。また、ガウシアンパルスの周波数成分は０．０１ＧＨｚから２０ＧＨｚのエ
ネルギーをフラットに含む合成波とした。ここでは、ｄ＝６０ｍｍで受信可能な波形を示
している。しかし、図２２から明らかなように、反射係数Ｓ１１＝－２０ｄＢになるのが
６．５ＧＨｚのため、周波数特性はフラットにならず、あまり伝送特性はよくない。
【００６４】
　図２４は上記ガウシアンパルスの実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型ア
ンテナ装置のタイムドメイン強度（８３０ｐｓｅｃ）で表示した伝送波形を示す図であり
、図２５は上記ガウシアンパルスの実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型ア
ンテナ装置のタイムドメイン強度（１０５０ｐｓｅｃ）で表示した伝送波形を示す図であ
る。図２４及び図２５では、ｄ＝３２ｍｍでｗ＝８０ｍｍの伝送線路開口型アンテナ装置
における上記伝送特性を電界エネルギーで表している。
【００６５】
　図２６は図２３におけるアンテナ間隔を変化したときの違いを示す信号波形図である。
図２６から明らかなように、ｄ＝６５ｍｍの開口面に対する受信特性を比較すると、１０
０ｍｍ離れているにもかかわらずｄ＝３２ｍｍより良好な特性が得られている。（１／４
）λｇ≦ｄの関係を信号伝送シミュレーションで確認できたことになる。伝送線路開口型
アンテナ装置は送受信でほぼ同じ効率で伝送できていることが、図２３から判明した。
【００６６】
　図２７は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置において特
性インピーダンスを一定にしたときのテーパー拡大電界分布を示す図である。すなわち、
図２７では、特性インピーダンスＺ０を一定に保ちながら１２０度のテーパー角θを付け
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たときの１０ＧＨｚ正弦波の電磁波の伝送状態である。拡大出発点を起点とする円弧状態
で拡散していることが判明する。開口部３は円弧になった分、時間分散したことになり、
アンテナとしてのＴＥＭ波送信ができない。その拡散角度はおよそ６０度であり、伝送線
路電磁カップリングを完全に取る状態で拡大するテーパー角θ（又はφ）は３０度以下と
考え、これを本発明の特徴とした。
【００６７】
　図２８は本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の反射係数
Ｓ１１の周波数特性（０．０５ＧＨｚから２０ＧＨｚまでの基準値（上限値よりも１目盛
り下の横軸）が０ｄＢであり、１目盛り５ｄＢである。）を示す図である。図２８は実験
例であって、アクリル板で拡大テーパー線路部２を作り、途中で中空に浮かせた構造とな
っている。開口部３の諸元はｄ＝２０ｍｍ、ｗ＝３０ｍｍ、（１／４）λ＝３．７５ＧＨ
ｚである。本実験では、スタックトペア線路１はなく、テーパー線路部２は直列にＢＮＣ
コネクタに接続される。当該ＢＮＣコネクタの特性インピーダンスＺ０は５０Ωであり、
アクリル部で作成されたテーパー線路部２の特性インピーダンスＺ０は８３．５Ωであり
、開口部３の特性インピーダンスＺ０は１３９．４Ωとなっていて、特性インピーダンス
は一定と言うには程遠い条件で、大きな反射減衰が出る構成であるが、図２８の反射係数
Ｓ１１の周波数特性を見ると、３．７５ＧＨｚ以上ではＳ１１＝概略－１０ｄＢになって
いて周波数特性を持たず放射特性としては悪くはない結果が得られている。
【００６８】
　図２９は本実施例のシミュレーションで用いた１対の伝送線路開口型アンテナ装置にお
いて開口面同士の距離及び中心線からの偏心距離を変化したときに信号波形を示す信号波
形図である。図２９においては、１０ＧＨｚの正弦波（１Ｖ振幅）を入力したときのｄ＝
２０ｍｍ、ｗ＝３０ｍｍの寸法を有する１対の伝送線路開口型アンテナ装置を対向状態に
したときの送受信特性を示す。図２９の上段では、図２８の伝送線路開口型アンテナ装置
を互いに対向させて送受信に使用したときの１０ＧＨｚ正弦波伝送特性（受信波形）であ
る。送信アンテナ装置への入力は１Ｖのため、アンテナ間隔１ｍの送信で－４０ｄＢのア
ンテナ利得が得られている。アンテナ装置内の特性インピーダンスＺ０が一定であれば、
シミュレーションと同様な効果が期待できるものと思われる。また、図２９の下段では、
アンテナ間隔５０ｃｍの送受信アンテナ装置でそれらの中心軸を線路幅方向に平行移動し
たときの受信特性で、指向性があることを示す結果となっている。
【００６９】
　本発明者らは、さらに、図２乃至図６の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置に
ついてもシミュレーションを行った。その結果、支持部材４ａ，４ｂ又は４ｃを設けた場
合でも、線路幅に対して十分に小さい幅（例えば、ｄ＝１００μｍに対して１μｍの幅）
であれば、通過係数Ｓ２１や反射係数Ｓ１１においてほとんど影響がないことを確認した
。また、開口部３をテーパー状に拡大する図４乃至図６では、反射係数Ｓ１１が低下する
とともに、アンテナ利得が若干増大し、これによりトータルのアンテナ放射効率は増大す
るという結果が得られた。
【産業上の利用可能性】
【００７０】
　以上詳述したように、本発明に係る伝送線路開口型アンテナ装置によれば、伝送線路に
連結されたアンテナ装置であって、従来技術に比較して構成がきわめて簡単であってほと
んど周波数特性の変化を有しないで狭指向性を有し、これにより多大のアンテナ利得を実
現できるので、比較的遠距離でも通信可能である。本発明に係る伝送線路開口型アンテナ
装置は、以下の種々のアプリケーションに適用することができる。
（１）ＩＣチップ内グローバル配線のＩＰ端末間の受送信に適用できる。
（２）ＩＣチップ間の通信手段に適用できる。
（３）ＬＳＩパッケージ間の通信手段に適用できる。
（４）ボード間通信に適用できる。
（５）長距離通信に適用できる。
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（６）周波数特性を持たないことからＵＷＢやデジタル信号を変調しないでそのまま通信
するシステムに適用できる。
（７）反射目的物の距離測定や形状測定に適用できる。
（８）ＲＦＩＤなどの基地局側の送受信に適用できる。
（９）狭指向性を利用してスキャニング発信、スキャニング受信を目的とする送受信や反
射受信を目的とする用途に適用できる。
（１０）特性インピーダンスの原理は相似縮小拡大が可能なため、ＭＥＭＳ通信、医用の
体内通信から巨大なアンテナによる衛星通信や電力送信に適用できる。
（１１）狭指向性のため無線周波数割り当てに関係がない用途に適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。
【図２】本発明の第２の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。
【図３】本発明の第３の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。
【図４】本発明の第４の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。
【図５】本発明の第５の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。
【図６】本発明の第６の実施形態に係る伝送線路開口型アンテナ装置の外観を示す斜視図
である。
【図７】誘電体に囲まれた伝送線路と、本実施形態に係る伝送線路とを連結することを示
す斜視図である。
【図８】本実施形態で用いるスタックトペア線路の構造を示す縦断面図である。
【図９】図８のスタックトペア線路の１対の線路導体間の電磁力線分布を示す、線路幅方
向に平行な面での縦断面図である。
【図１０】図８のスタックトペア線路の１対の線路導体間の電磁力線分布を示す、線路長
方向に平行な面での縦断面図である。
【図１１】従来技術に係るスタックトペア線路の構造を示す斜視図である。
【図１２】従来技術に係る分割ストリップ線路（上下コモン）の構造を示す斜視図である
。
【図１３】従来技術に係るプレーナペア線路の構造を示す斜視図である。
【図１４】従来技術に係るコプレーナ線路（両端コモン）の構造を示す斜視図である。
【図１５】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置のアンテナ
開口面を示す斜視図である。
【図１６】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置のアンテナ
開口面におけるポート電界分布を示す斜視図である。
【図１７】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の反射係数
Ｓ１１の周波数特性を示す図である。
【図１８】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の入力端に
おけるインピーダンス特性を示すスミスチャートである。
【図１９】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の指向特性
を示す図である。
【図２０】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の電磁放射
空間分布を示す図である。
【図２１】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の電磁放射
電界エネルギー分布を示す図である。
【図２２】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の開口面積
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と反射係数Ｓ１１の周波数特性を示す図である。
【図２３】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置のガスシア
ンパルスの受信信号波形を示す波形図である。
【図２４】上記ガウシアンパルスの実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型ア
ンテナ装置のタイムドメイン強度（８３０ｐｓｅｃ）で表示した伝送波形を示す図である
。
【図２５】上記ガウシアンパルスの実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型ア
ンテナ装置のタイムドメイン強度（１０５０ｐｓｅｃ）で表示した伝送波形を示す図であ
る。
【図２６】図２３におけるアンテナ間隔を変化したときの違いを示す信号波形図である。
【図２７】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置において特
性インピーダンスを一定にしたときのテーパー拡大電界分布を示す図である。
【図２８】本実施例のシミュレーションで用いた伝送線路開口型アンテナ装置の反射係数
Ｓ１１の周波数特性を示す図である。
【図２９】本実施例のシミュレーションで用いた１対の伝送線路開口型アンテナ装置にお
いて開口面同士の距離及び中心線からの偏心距離を変化したときに信号波形を示す信号波
形図である。
【符号の説明】
【００７２】
１…スタックトペア線路、
２…テーパー線路部、
３…開口部、
１ａ，１ｂ，２ａ，２ｂ…線路導体、
３ａ，３ｂ，４ａ，４ｂ…開口導体、
４ａ，４ｂ，４ｃ…支持部材。
【図１】 【図２】
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